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　2007 年に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書が示
した温室効果ガス緩和策の一つに、車から公共交通へのモーダルシフト（輸送手段の転換）
が挙げられており、車に過度に依存したライフスタイルや行動パターンの変革を後押し
する政策が不可欠と述べられている。また、1996 年に OECD が定義した“環境的に持続




　最近、国内外でよく見かけるようになってきた LRT（Light Rail Transit）と呼ばれる
路面電車や BRT（Bus Rapid Transit）と呼ばれる車両連結型のバスは、このような社会
的要請に応えるべく登場してきたものである。新交通システムに迫る速度と、モノレー
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2007 年 7月 20 日に施行された。これを受けて海洋に関する施策を総合的かつ計画的に































































































象に 1 時間毎の時系列変化を俯瞰できる Vulcan
という解析システムが完成したことを公表した
（2008 年 4 月）1）。
　Vulcan は、米国航空宇宙局（NASA）と米国エ
ネルギー省（DOE）の助成によって、北米炭素プ








が 2008 ～ 2009 年に実施を計画している新たな








析および表示システムである。図表 1 は 2002 年
の年間排出量に関する計算結果である。データベ
ース上では、2002 年の 1 年間の排出量分布変化
を 1 時間ごとの視覚化データとしてアニメーショ

















1) パデュー大学プレスリリース（2008 年 4 月 7 日 )：
http://news.uns.purdue.edu/x/2008a/080407GurneyVulcan.html
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 ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
トピックス 2　わずかな繊維の振動を電気エネルギーに換えるナノ発電システム
参　考
1)  科学技術動向 No.63, 2006 年 6 月号 , p.8
2)   Z. L. Wang, et al., SCIENCE, Vol.312, p.242
       (2006)







合成法により繊維外周面に成長・被覆された。1 本ずつの酸化亜鉛ナノワイヤーは、直径が 50 ～































が約数 10 μ m である。酸化亜鉛ナノワイヤーは水
熱合成法注）により繊維表面に急速成長させている。
1 本ずつの酸化亜鉛ナノワイヤーは、直径が 50 ～








































































図表 1  繊維を利用したナノ発電システムの模式図
図表 2  ZnO ナノワイヤー被
覆繊維間の状態










出し、国土地理院は、この結果に基づいて月の地形図を作成した。作成された月地形図は 2008 年 4
月 9 日に公開された。地形観測は、｢ かぐや ｣ に搭載されたレーザ高度計で行われた。月面に向け 1
秒に 1 回、波長 1,064nm のレーザ光を発射し、月面で反射された光が衛星に戻るまでの往復時間か
ら衛星と月面との間の距離を求め、高度約 100 ㎞で月を周回する衛星の軌道情報と組み合わせるこ
とにより観測地点の高さが求められた。2008 年 3 月末時点の観測地点の数は、米国地質調査所の約
27 万を大幅に上回る約 600 万となり、従来の月探査機で観測されていなかった高緯度地域の高さも







4 月 9 日に公開された。
　地形観測は、衛星に搭載されたレーザ高度計で






計の精度は、米国探査機 ｢ クレメンタイン ｣ が約
40m であったのに対し、｢ かぐや ｣ では約 5m で
ある。なお、地球の地形図では、地球重力場の等
ポテンシャル面のうち平均海面と一致するジオイ





メンタイン (1994 年 ) に加え、アポロ (1968 ～
1972 年 )、マリナー 10 号 (1973 年 )、ガリレオ
(1989 年 ) の各探査機および地上観測による観測
データから決定した総計約 27 万の観測地点が含ま
れている。
　これに対し、今回の観測地点の数は 2008 年 3
月末時点で ULCN2005 の約 27 万を大幅に上回る
約 600 万となっている。また、従来の月探査機で
観測されていなかった高緯度地域の高さも観測さ
れている。2008 年 4 月 9 日に発表された地形図は、
2008 年 1 月 7 ～ 20 日の 2 週間分の観測地点 ( 約




　｢ かぐや ｣ では、子衛星による 4 ウェイドップラ
観測を行って、裏側も含めた月の重力場の観測を
行う (2007 年 12 月号トピック )。月重力場の観測
結果と組み合わせることで、地殻などの内部構造
に関する情報が得られることも期待される。
　なお、｢ かぐや ｣ は 2008 年 4 月 11 日、搭載す
るハイビジョンカメラで、全面が青く輝いて見え






1)   JAXA プレスリリ スー（2008 年 4 月 9 日）:
http://www.jaxa.jp/press/2008/04/20080409_
kaguya_j.html
2)   国立天文台「RISE 月探査プロジェクト」：
http://risewww.mtk.nao.ac.jp/
3)   国土地理院「月の地形図」：
http://gisstar.gsi.go.jp/selene/
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　Cook 等 は、Discovery、Scienctific American、
Popular Science、Science の各誌について 5 年間の
一面記事から、基礎科学・工学・臨床研究分野の主
要な課題を 15 項目選んだ。次いで、新聞記事データ・














記載のある 132 記事のうち、5 例が好意的に評価し、
1 例が批判的、残り 126 件は中立か、判定しがたい
内容だった。評価した例はすべて、公的機関と私的
機関の連携の利益を称揚するものだった。
　記載が無かった 1020 記事から無作為抽出した 112






















NPO（Public Library of Science, PLoS）によって運
営され、著作権は Creative Commons Attribution 
License (CCAL) に準じ、著者が有する。PLoS 自体
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持続可能な交通システムへのモーダルシフト－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
図表 1　人の移動活動







































出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 2001）










2000 年　  2010 年　  2020 年　  2030 年　  2040 年　  2050 年 













OECD 北欧　　　　　　　　　 1.2%                     1.1%
合計　　　　　　　　　　　　1.6%　　　　　　　1.7%
ミニバス　　　　　　　　　　0.1%　　　　　　　0.1%





2000 年～ 2030 年　2000 年～ 2050 年 
平均年間増加率 ( 兆（1012）旅客 Km/ 年）
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出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 
　　　2001）
࿑⴫㪉 ࿑⴫㪊












































公共交通機関                                      5.2%           13.5%           28.7% 
鉄道                                                   n.a.               3.1%           15.6%
バス                                                   n.a.               2.2%            3.0%
タクシー                                             n.a.               n.a.              2.9%
航空機                                                n.a.               2.0%            2.7%
高速道路                                             n.a.               n.a.              4.1%
その他                                                n.a.               6.0%            0.4%
自家用輸送手段                                   94.7%          86.5%           71.3%
車両の購入                                       46.9%            36.9%           22.7%
      自動車の購入                                   46.3%           34.7%          21.2%
       2 輪車 / その他の購入                        0.6%             2.2％           1.5%
車両の運転および維持                       47.9%            49.6%           48.6%
      ガソリン/モーターオイル                     16.8%           24.5%          16.6%
      維持 / 修理 / 部品                               8.7%            9.6%            8.3%
      駐車                                                   n.a.               n.a.           7.1%
      保険                                                10.7%           12.7%         11.5%
      その他                                            11.7%             2.8%           5.0%
n.a. ＝出所よりデータが示されていない。「その他」に含まれていると考えられる。
2000 年     2010 年    2020 年    2030 年    2040 年    2050 年 





























出典：参考文献 3)（原典： Japan Family Income and Expenditure Survey, UK 
　　　DfT 2003, US BLS 2003.）
EU-15 USA Japan








































































































｢ まち ｣ の問題と対策


































よって、人々が徒歩で ｢ まち ｣ の
中を移動できることを前提とした




中して ｢ まち ｣ を形成する“一箇
所集中型”と、複数の小さな ｢ ま





































コンパクトな ｢ まち｣ の姿を策定し、
市民・企業・行政が協働で取り組む
実行計画を作り上げた。この計画の

















図表 8　日本（富山市）で導入されている LRT（左）および欧州（オランダ、Eindhoven 地域）で導入されている BRT（右）
出典：参考文献 9）











170 ～ 300 億円、新交通システム




なかった。最近の LRTと BRT は、
評定速度では新交通システムに迫
る速度、整備コストではモノレール














































































































































LRT と BRT を駆動するための動
力源は、電動モーターとエンジン
の 2 種類である。電動モーター



















































© Copyright ALSTOM 2008 
© Copyright ALSTOM 2008 


































れる。2007 年 12 月、フランス
のニース郡で、電池を搭載した
























c Copyright ALSTOM 2008
Temperature-controlled
battery casing




図表 15　ニッケル水素電池搭載 LRT の実証試験 ( 川崎重工業 (株) 社製）
パンタグラフからの急速充電試験（接触式）



















定員 62 人（座席定員 28 人を含む）
運転最高速度 40km/h
設計最高速度 50km/h







定員 44 人（座席定員 20 人）







主電動機 3 相誘導電動機　定格出力 60kw × 4 台
主電動機制御 VVVF インバーター　150kVA × 2 群
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際に、欧州の都市では、人 で々混雑














ともに、｢ まち ｣ 中心部の再活性
化がある。これら解決のためには
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資 料（2000 年 10 月 ）：http://www.
oecd.org/dataoecd/53/21/2346679.
pdf
3)　WBCSD（The World Business 
C o u n c i l  f o r  S u s t a i n a b l e 
Development）Mobility2030 資
料（2004 年) : http://www.wbcsd.
    o r g / w e b / p u b l i c a t i o n s /
mobility/2030full-jap.pdf
4)　 OECD モーダルスプリット資料（2004



















j p/d iv i s i on /k i ka ku ka n r i /
kikakutyousei/buckup0405/
compact.pdf
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18)　 国土交通省ホー ムペー ジ、羽田空港にお
ける非接触給電ハイブリッドバス運航に
関する資料：http://www.mlit.go.jp/
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海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術


































め、2008 年 2 月に、広く国民か
ら意見を募集し最終版が策定さ
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7 月 20 日、内閣に総合海洋政策
本部が設置された（図表 2）。
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海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術
































































੐ോዪ䈲㑐ଥ䋸ᐭ⋭ 38ฬ䇮ෳਈળ⼏䈲ቇ⼂⚻㛎⠪ 10ฬ䈪᭴ᚑ䈘䉏䉎䇯 
✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱ⾗ᢱ䉕ၮ䈮േะ䉶䊮䉺䊷䈮䈩૞ᚑ 
図表 2　海洋基本法に基づく海洋行政の推進体制
事務局は関係 8 府省 37 名、参与会議は学識経験者 10 名で構成される
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ム講演資料、2006 年 7 月 26 日
2)　自民党海洋権益に関するワーキング
チーム：海洋権益を守る9 つの提言、










年 11 月 7 日
7)　東京大学海洋研究所：海洋基本計
画策定に関わる東京大学海洋研究
所の提言、2007 年 11 月 30 日
8)　日本沿岸域学会：海洋基本計画にお
ける「沿岸域の総合的管理」に関する
要望　－2007 海洋基本法アピール
（第一次）－、2007年11月12日
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